
様式第２号（第５の５（１）②関係） （別紙１）

（事業計画書作成担当者）

（基金事業の執行計画） （単位：千円）

再生可能エネルギー等導入推進事業

① 地域資源活用詳細調査事業

② 公共施設再生可能エネルギー等導入事業

③ 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

④ 風力・地熱発電事業等導入支援事業

※計画書を提出する年度の執行額は、執行予定額（運用益収入を含む）を記載する。

※計画書を提出する年度以前の年度の執行額は、執行済額（運用益収入を含む）又は執行予定額（運用益収入を含む）を記載する。

※計画書を提出する年度以後の年度の執行額は、執行見込額（運用益収入を含めない）を記載する。

※「運用益使用額（内数）」は、合計額に運用益収入額が含まれる場合に、その額を記載する。。

ＴＥＬ ＦＡＸ

平成28年度

269,882

平成26年度 合計

058-278-2605058-272-8202

合計 126,368109,815

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

〒500-8570　岐阜県岐阜市薮田南2-1-1

岐阜県

環境生活部 環境生活政策課

担当部局

都道府県等の名称

事業計画作成担当者

(平成28年度計画書)

所在地

269,99133,808

0

126,25933,808

平成27年度

109,815

109

0

109

運用益使用額（内数） 0



 
 

様式第２号（第５の５(１)②関係）                                                    （別紙２） 

 

平成２６年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書） 

（平成２８年度計画書） 

（事業計画の概要） 

平成２７年度計画概要 

【事業の目的、執行方針】 

南海トラフの巨大地震や、県内の活断層を震源とする内陸直下型地震の発生が懸念される中、本県では、中山間地域が広いといった地理的特性から、災害時に

孤立する恐れのある集落が 500 を超えるなど、大規模災害時に系統電力が途絶された場合の影響が、長期にわたることが想定される。 

  このため、地域の避難所となる公共施設に、自立・分散型の電源として再生可能エネルギー等を導入し、災害発生初期の必要最低限の電力・エネルギーが確保

できる「災害に強い地域づくり」を進めるとともに、環境負荷の少ない持続可能な低炭素社会の実現を目指していく。 

本基金事業の目的の一つが災害対策であることに鑑み、可能な限り早期に事業執行を図っていく。 

 
【事業の選定方法、監理体制】 

  本基金を活用して事業を実施するにあたり、事業の立案段階から事業実施後の評価までの一連のプロセスにおいて、外部有識者による評価・助言を得ることに

より、効果的な事業実施が達成できる仕組みを構築するため、「岐阜県再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価委員会」を設置している。 

  平成 28 年度は、平成 27年度までの実施事業の状況、基金事業全体の事業効果に対する評価を得る予定。 

 

[岐阜県再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価委員会の構成] 

・再生可能エネルギーや災害時のライフライン等に知見を有する以下の３名の外部有識者により構成 

氏 名 所 属 等 

安田 孝志 愛知工科大学 学長 

能島 暢呂 岐阜大学 工学部 教授 

石榑 芳直 (公財)岐阜県産業経済振興センター 理事 

[評価委員会の開催予定] 

  ・平成 28年 6月、平成 29年 2月（主な内容：平成 27 年度までの実施事業、基金全体の事業効果に対する評価 など） 

 

【実施事業の概要】 

〇公共施設再生可能エネルギー等導入事業 

  本事業メニューにおいては、県有施設及び市町村有施設における再生可能エネルギー等の導入を行う。 

  ＜事業の概要＞ 

  「平成 25 年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業」の考え方を継承し、県次世代エネルギービジョンにおける検討結果や、これまでの導入実績等を踏ま

え、太陽光発電を中心に、災害時に安定的かつ持続的なエネルギー供給を可能とする仕組みを構築するため、『地域資源の活用の活用したエネルギーの地産地消

（中山間地域における森林資源など）』、『複数のエネルギー・技術の組み合わせによる事業』といった視点も重視して取り組む。 

   平成 28年度に実施する事業は以下のとおり。 



 
 

 

 ◆平成 28 年度実施予定事業一覧 

実施主体 導入設備 導入施設 事業概要 

中津川市 
太陽光発電 ＋ 蓄電池 

＋ 薪ストーブ・ ペレットストーブ 
公民館 

阿寺断層直下に位置し、指定避難所・災害対策本部となる公民館

に再生可能エネルギーを導入し、災害時の電力を確保し防災拠点

としての機能強化を図る。※H27 に設計を実施 

御嵩町 太陽光発電 ＋ 蓄電池 ＋ 燃料電池 防災施設 

町東部に整備する「コミュニティ複合施設」へ再生可能エネルギ

ーの導入を図り、災害時にエネルギー自給可能な「自立型避難所」

を構築する。※H27 に設計を実施 

岐阜県 太陽光発電 ＋ 蓄電池  その他 

「新福祉友愛プール(仮称)」に再生可能エネルギーを導入し、災

害時の防災拠点としての機能を強化。周辺の福祉施設や隣接の小

学校とも連携し、避難所施設としての機能のほか、水の供給がで

きる施設として活用を図る。 

可児市 太陽光発電 ＋ 蓄電池 公民館 

太陽エネルギーの賦存量が多い市の特性を活かし、一時避難所と

なる公民館に、太陽光発電＋蓄電池を導入することにより、災害

時の自立・分散型エネルギーの確保を進める。 

 
 
【事業の実施体制】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

環境生活政策課 

政策企画係（係長、担当） 

・環境省との調整担当 

・市町村事業担当 

環境生活政策課長 

・基金事業実施責任者 

管理調整係（係長、担当） 

・基金経理担当 

報告 意見 

新産業振興課次世代エネルギー係 

（係長、担当） 

・再生可能エネルギーの所管課 

連携 

防災課（災害対策） 

農地整備課（小水力発電） 

県産材流通課（木質バイオマス） 

調整 

計画書の作成、基金事業

の執行管理・効果検証等

について連携 

市町村 

連携 

岐阜県再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価委員会 

障害福祉課施設整備係 

（係長、担当） 

 ・県事業所管課 

○市町村事業の監督体制 

・各年度事業計画書を作成する際に、

各市町村からも事業計画書の提出

を求め、導入費用及び導入規模の妥

当性について、その都度確認・検証

を行う。 



 
 

平成２８年度事業効果 

（成果目標） 

 

※計画書を提出する年度以前の年度は実績値、提出する年度及び当該年度以降は計画値を記載する。 

 

 項目 

全体計画書 平成 28 年度 各年度計画書 

平成 26 年度 
事業開始に 

係る分 

平成 27 年度 
事業開始に 

係る分 

平成 28 年度 
事業開始に 

係る分 
計 

平成 26 年度 
事業開始に 

係る分 

平成 27 年度 
事業開始に 

係る分 

平成 28 年度 
事業開始に 

係る分 
計 

導入した再生可能エネルギー
等による発電量 （ｋWｈ） 

21,949 45,097 42,778 109,824 21,444 44,256 53,290 118,990 

防災拠点における再生可能 
エネルギーの普及率 （％） 

0.0 0.1 0.1 0.2 0.0 0.1 0.1 0.3 

 導入施設数 1 3 3 7 1 3 4 8 

二酸化炭素削減効果  
（ｔ－CO2) 

12.07 31.92 65.26 109.25 11.79 32.38 57.15 101.32 

平成２８年度自治体独自の事業効果 

（成果目標） 

 
 

 項目 

全体計画書 平成 28 年度 各年度計画書 

平成 26 年度 
事業開始に 

係る分 

平成 27 年度 
事業開始に 

係る分 

平成 28 年度 
事業開始に 

係る分 
計 

平成 26 年度 
事業開始に 

係る分 

平成 27 年度 
事業開始に 

係る分 

平成 28 年度 
事業開始に 

係る分 
計 

蓄電池の活用による電力需給 
の逼迫に貢献できる電力量

（kwh）  
2,280 8,071 6,840 17,191 2,280 8,254 9,120 19,654 

災害時に受け入れ可能な 
避難者数（人） 

1,000 2,800 1,405 5,205 1,000 3,243 1,605 5,848 



様式第２号（第５の５（１）②関係） （別紙３）

（基金事業の内容） （単位：千円）

（基金充当額） （単独費支出額）

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 評価委員会の開催 6月頃、2月頃
報償費・・・９５
旅　 費・・・１２
会議費・・・　２

(109) (0) 109

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

平成26年度 (0) (0) (0)

平成27年度 (0) (0) (0)

平成28年度 (109) (0) (109)

(109) (0) 109

※適宜、行を追加する。

※「事業費の算出根拠」については、事業実施に係る詳細な費目及び経費を記載する。

※「事業費合計」については、「事業費の算出根拠」に記載した経費の合計を記載する。

※平成27年及び平成28年度の計画は、前年度までの事業分を記載した上で、当該年度の事業を記載する。

※複数年度にわたる事業については、前年度までの実績及び当該年度以降の見込みを記載する。

26-21000-28-1-001

事業年度

合計

事業番号

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（１）地域資源活用詳細調査事業

備考

(平成28年度計画書)

事業費合計事業実施時期 事業費の算出根拠事業内容



様式第２号（第５の５（１）②関係） （別紙４）

（基金事業の内容）

（基金充当額）
（単位：千円）

（単独費支出額）
（単位：千円）

平成26年度 (832) (0) 832 設計

平成27年度 (35,563) (300) 35,863 施工

平成28年度 (0) (0) 0

平成26年度 (30,114) (0) 30,114 施工

平成27年度 (0) (0) 0

平成28年度 (0) (0) 0

平成26年度 (2,862) (0) 2,862 設計

平成27年度 (33,972) (1) 33,973 施工・監理

平成28年度 (0) (0) 0

平成26年度 (0) (0) 0

平成27年度 (35,799) (227) 36,026 設計・施工

平成28年度 (0) (0) 0

平成26年度 (0) (0) 0

平成27年度 (1,566) (0) 1,566 設計

平成28年度 (43,311) (0) 43,311 施工

平成26年度 (0) (0) 0

平成27年度 (2,915) (0) 2,915 設計

平成28年度 (35,964) (0) 35,964 施工

平成26年度 (0) (0) 0

平成27年度 (0) (0) 0

平成28年度 (28,414) (0) 28,414

平成26年度 (0) (0) 0

平成27年度 (0) (0) 0

平成28年度 (18,570) (5,930) 24,500 設計・施工

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度 (33,808) (0) 33,808

平成27年度 (109,815) (528) 110,343

平成28年度 (126,259) (5,930) 132,189

※適宜、行を追加する。 合計 (269,882) (6,458) 276,340

※防災拠点毎に事業を記載してください（1施設＝１事業）

※「発電量」について、発電しない再生可能エネルギー等は記入不要。

※平成27年及び平成28年度の計画は、前年度までの事業分を記載した上で、当該年度の事業を記載する。

※複数年度にわたる事業については、前年度までの実績及び当該年度以降の見込みを記載する。また、備考欄に各年度の事業内容を記載する。

118,990 101.32合　　　計

H29.3 10,512 5.78

H28.9 10,512 5.78

26-21214-28-2-008
地域に根差したハイブリッド防災拠点
整備事業

可児市 補助 公民館 太陽光 10kw 11,152 1
リチウム蓄電

池
15kwh 13,348 1

1 H28.12 16,498 9.07

26-21000-28-2-007
新福祉友愛プール（仮称）施設整備事
業

岐阜県 直轄 その他 太陽光 10kw 8,610 1
リチウム蓄電

池
15kwh 19,804 1

H28.11 15,768 36.52

26-21521-27-2-006
再生可能エネルギー技術を活用した
「自立型避難所」整備事業

御嵩町 補助 公民館 太陽光 15kw 15,249 1
リチウム蓄電

池
15kwh 18,135 1 燃料電池 0.7kw 5,495

11 H28.3 10,512 11.57

26-21206-27-2-005
中津川市防災拠点施設等再生可能エ
ネルギー導入整備事業（地域防災拠点
モデル）

中津川市 補助 公民館 太陽光 15kw 27,228 1
リチウム蓄電

池
15kw 11,724 1 バイオマス 93,756kcal 5,925 9

H28.1 17,135 10.79

26-21219-27-2-004
地域活力センター再生可能エネルギー
推進事業

郡上市 補助 その他 太陽光 10kw 19,103 1
リチウム蓄電

池
16.9kwh 9,396 1 バイオマス 17600kcal 1,966 1 高効率照明

23.7w
～

110w
5,561

H27.3 21,444 11.79

26-21506-26-2-003
白川町福祉施設「さわやか白楽園」再
生可能エネルギー等導入事業

白川町 補助 社会福祉施設 太陽光 16.3kw 18,345 1
リチウム蓄電

池
16.2kwh 15,628 1 バイオマス 70,000kcal 2,862 1

37 H28.1 16,609 10.02

26-21403-26-2-002
大野町総合町民センター再生可能エネ
ルギー導入事業

大野町 補助 公民館 太陽光 20.4kw 19,012 1
リチウム蓄電

池
15kw 11,102 1

発電量
（ｋWh／年)

二酸化炭素
削減量

（ｔ－CO2／年)

合計
（単位：千円）

26-21215-26-2-001
山県市総合体育館太陽光発電導入事
業

山県市 補助 体育館 太陽光 15.8kw 18,799 1
リチウム蓄電

池
20kwh 16,976 1 高効率照明

6.1w
～

110w
920

個数 種別 容量
価格

（単位：円）
個数 種別 容量

価格
（単位：円）

個数

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（平成２８年度計画書）

（２）公共施設再生可能エネルギー等導入事業

事業NO 事業名 実施主体
実施
方法

施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー）

事業内容②
（蓄電池）

事業内容③
（未利用エネルギー）

事業内容④
（その他）

稼働年月

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

事業年度

事業費

容量
価格

（単位：円）
個数 種別

備考

種別 容量
価格

（単位：円）



様式第２号（第５の５（１）②関係） （別紙５）

（基金事業の内容）

（基金充当額）
（単位：千円）

（事業者負担額）
（単位：千円）

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度 (0) (0) 0

平成27年度 (0) (0) 0

平成28年度 (0) (0) 0

合計 (0) (0) 0

（基金事業の内容）

（基金充当額）
（単位：千円）

（事業者負担額）
（単位：千円）

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成26年度 (0) 0

平成27年度 (0) 0

平成28年度 (0) 0

合計 (0) 0

※適宜、行を追加する。 平成26年度 (0) (0) 0

※防災拠点毎に事業を記載してください（1施設＝１事業） 平成27年度 (0) (0) 0

※「発電量」について、発電しない再生可能エネルギー等は記入不要。 平成28年度 (0) (0) 0

※平成27年及び平成28年度の計画は、前年度までの事業分を記載した上で、当該年度の事業を記載する。 総合計 (0) (0) 0

※複数年度にわたる事業については、前年度までの実績及び当該年度以降の見込みを記載する。また、備考欄に各年度の事業内容を記載する。

0 0合　　　計

価格
（単位：千

円）
個数 種別 容量

価格
（単位：千円）

個数
発電量

（ｋWh／年)

二酸化炭素
削減量

（ｔ－CO2／年)

合計
（単位：千円）

（３）民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業（※３％利子補給）

事業NO 事業名 実施主体 施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー）

事業内容②
（蓄電池）

事業内容③
（未利用エネルギー）

事業内容④
（その他）

稼働年月

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

事業年度

金額

備考

種別 容量
価格

（単位：千円）
個数種別 容量

価格
（単位：千

円）
個数 種別 容量

合　　　計 0 0

二酸化炭素
削減量

（ｔ－CO2／年)

合計
（単位：千円）

種別 容量
価格

（単位：千
円）

個数 種別 容量
価格

（単位：千円）
個数

発電量
（ｋWh／年)

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（平成２８年度計画書）

（３）民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業（※補助率1/3　ただし特定被災地方公共団体の市町村内で実施する事業は1/2）

事業NO 事業名 実施主体 施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー）

事業内容②
（蓄電池）

事業内容③
（未利用エネルギー）

事業内容④
（その他）

稼働年月

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

事業年度

事業費

備考

種別 容量
価格

（単位：千円）
個数種別 容量

価格
（単位：千

円）
個数

該当なし



様式第２号（第５の５（１）②関係） （別紙６）

（基金事業の内容）

事業期間 平成26年度 平成27年度 平成28年度

規模 単位 ※開始年度～終了年度
発電量

（ｋｗｈ／年）
CO2削減量

（単位：t-CO2／年）
基金充当額
（単位：千円）

基金充当額
（単位：千円）

基金充当額
（単位：千円）

0 0 0 0 0

※風力発電設備設置事業及び地熱発電設備設置事業が対象

※適宜、行を追加する。

※「発電量」について、発電しない再生可能エネルギー等は記入不要。

（基金事業の内容）

事業期間 平成26年度 平成27年度 平成28年度

※開始年度～終了年度
発電量

（ｋｗｈ／年）
CO2削減量

（単位：t-CO2／年）
基金充当額
（単位：千円）

基金充当額
（単位：千円）

基金充当額
（単位：千円）

0 0 0

※地熱発電設備設置のための探査事業のみが対象。

※適宜、行を追加する。

0 0 0合計

小計

小計

（４）風力・地熱発電事業等導入支援事業（※１/２補助）

事業数 事業名 事業内容
総事業費

[単位：千円]

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

備考

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（平成２８年度計画書）

（４）風力・地熱発電事業等導入支援事業（※３％利子補給）

事業NO 事業名
再生可能エネルギー等

導入種別

導入内容
総事業費

（単位：千円）

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

備考

該当なし



 
 

様式第２号（第５の５(１)②関係）                                                    （別紙７） 

 

平成２６年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書） 

（平成２８年度計画書） 

（事業計画の概要） 

平成２８年度計画概要 

【導入費用の妥当性の検証方法】 

 ■導入費用の積算方法及び検証方法 

  再生可能エネルギー等の設備の導入費用については、地域性や各施設の状況に左右されることから、発電量等の単位当たりの導入費用を一律で設定して県内全

自治体に適用するのではなく、各地域の特性に応じた適切な導入費用とするため、以下の２点のいずれかの方法により積算することとした。 

 

    ①専門事業者への聴き取りによる積算 

     →複数の事業者からの聴き取り等により、過大な積算とならないよう留意した。 

 

    ②県内各自治体における直近の導入実績による積算 

     →平成 22 年度～平成 26年度までの導入実績を参考とした。 

 

  更に、各自治体が積算した導入費用について、発電量単位当たりの導入費用を算出し、各自治体間で比較する他、平成 25 年度財務省予算執行調査における導入

実績と照らし合わせることにより、導入費用の妥当性を検証した。 

    

  ■市場価格の推移の把握方法 

  市場価格の推移については、以下の２点のいずれかの方法により把握することとする。 

 

    ①本基金事業以外の県内導入実績 

     →県新産業振興課が毎年調査している県内各自治体の再生可能エネルギー導入実績を活用する 

 

    ②国の統計資料等 

     →例えば、太陽光発電においては、資源エネルギー庁が作成・公表している「調達価格検討用基礎資料」等を活用する 

 

【導入容量の考え方】 

 災害時に必要となる電力量から適切な発電設備の規模や蓄電池の容量（以下、「発電規模等」という。）を決定するため、各施設ごとに「発電規模及び蓄電池容

量チェックシート」を作成し、発電規模等の妥当性を検証した。 

  特に、本県では避難所を中心に事業を実施することから、「岐阜県避難所運営ガイドライン」等を参考にし、避難所において災害時に必要となる設備・機器を洗

い出し、それに伴う必要電力の積み上げにより発電規模等を決定することとした。 

 



 
 

    

以上の方法により決定した収容人数に応じた発電規模等は、概ね以下のとおりである。 

   

収容人数 発電規模等 

300 人程度の避難所 太陽光発電 10kw、蓄電池 15kwh 

500 人程度の避難所 太陽光発電 15kw、蓄電池 15kwh 

1,000 人以上の避難所 太陽光発電 20kw、蓄電池 15kwh 

 

 

   （参考）災害時に維持すべき機能及び電気機器について（避難所） 

    ①避難所の運営上、必要となる機能 

     ・避難者名簿や避難者カード作成のためのパソコン・プリンター等の情報機器 

     ・災害対策本部への報告、必要物資の調達等、連絡調整に必要な電話・FAX・防災無線等の通信機器 

     ・避難者への情報伝達のための館内放送 

    ②避難者の生活上、必要となる機能 

     ・情報収集のためのテレビ・ラジオ・携帯電話（充電） 

     ・避難者の食事等のための炊飯器・電気ポット・冷蔵庫 

     ・夜間の施設照明 

 

 


